
「職員紹介会社」に関する実態調査アンケートにご協力ください 

2023 年 9 月 7 日 

（一社）社会福祉経営全国会議 

会長 茨木 範宏 

 

 

 日ごろは社会福祉経営全国会議（以下、全国会議）の様々なとりくみにご協力いただ

き、厚くお礼申し上げます。 

 岸田内閣は 6 月 16 日、骨太方針を閣議決定しました。この方針の中に、職業紹介につ

いて触れており、「有料職業紹介事業の適正化に向けた指導監督や事例の周知」なる項目

が掲げられています。全国会議では、この間政府交渉などを通じ、本来、利用者や職員処

遇に充てるべき費用が外部に流出することの問題について、繰り返し訴えてきました。 

 全国会議は 11 月に、政府交渉を計画しており、人材紹介にかかる問題について、現場

の実態・声を集約し、実効性のある指導監督が図られるよう、引き続き働きかけを行いた

いと考えています。 

 つきましては、下記のアンケートを作成いたしましたので、ご協力のほど、よろしくお

願いいたします。 

 

 

【法人基本情報】 

１．法人本部の登記都道府県をお答えください。 

□ 都道府県 

 

２．貴法人の 2023 年度の初日における実施事業は次のうちどれにあたりますか。 

（複数回答可） 

□ 保育 

□ 障害 

□ 高齢 

□ その他 （               ） 

「職員紹介会社」に関する実態調査アンケート内容  全 17 設問 

調査集約方法  ライムサーベイ（インターネットによる回答集約） 

調査回答期限  2023 年 10 月 5 日（木） 

回答結果報告  2023 年 11 月中旬 全国会議の HP に公表 



３．2022 年度決算における法人単位事業活動収支計算書のサービス活動収益計をご記入く

ださい。（         ）円 

 

４．2022 年度決算における法人単位事業活動収支計算書の人件費をご記入ください。 

（           ）円 

 

5．2022 年度決算における法人単位事業活動収支計算書の事務費をご記入ください。 

（           ）円 

 

6．2022 年度、何人の職員を採用されましたか？（常勤・非常勤を含む） 

人数 費用の総額

人材紹介からの採用者

その他からの採用者
   

※ 下段は、人材確保にかかった経費の内、人材紹介への費用を差し引いた金額（求人

広告費 等）を記入。 

 

7．2022 年度に退職された職員についてお伺いします。（常勤・非常勤を含む） 

 

人材紹介からの

退職者人数

その他からの

退職者人数

1カ月未満

1カ月以上3カ月未満

3カ月以上6か月未満

6か月以上1年未満

1年以上
 

 

8．過去に人材紹介会社との間に何かトラブルはありましたか？具体的なケースをお教え

ください。 

 （                               ） 

 

骨太方針の中で、「有料職業紹介事業の適正化に向けた指導監督や事例の周知」が記述さ

れました。人材紹介会社の適正化について、お聞きします。 

 

9．社会福祉経営全国会議は、求人にあたって人材紹介や派遣会社等に多額の資金が流れ



ていることについて、公的資金の支出抑制の観点から一定の規制を設けることを政府に要

望してきました。 

 この要望について、あなたのお考えをお聞かせください。 

□ 公的資金の支出抑制に資する施策を強化すべき 

□ 現在の施策を継続すべき 

□ 現在の施策を緩和すべき 

□ 特に施策を講じなくてもよい 

□ その他（                   ） 

 

10．厚生労働省が定める「適正な有料職業紹介事業者の基準」（以下、基準）についてご

存知ですか？ ※基準について詳しく知りたい方は、以下の URL をコピーし別ブラウザで

閲覧してください。URL 先は、厚生労働省のページに遷移します。 

https://www.jesra.or.jp/tekiseinintei/ 

  □ 基準があることも、内容も知っている 

  □ 基準があることは知っているが、内容はよくわからない 

  □ 基準があることも、内容も知らなかった 

  □ その他（              ） 

 

11．「基準」では、職種別に手数料の公表が義務づけられていますが、適性な金額につい

て指導するものとはなっていません。この費用についてお聞きします。 

 □ 低いと思う。 

□ 適正と思う。 

 □ 高いと思う。 

 

10．過去に、一人の採用で人材紹介会社に支払った最高金額をお教えください。 

   （       ）円 

 

11．貴法人の経営感覚として、適正な採用費用について、1 名の職員（正規職員）につ

き、いくらくらいと考えますか？ 

 □ 10 万円未満 

 □ 10 万円以上～25 万円未満 

 □ 25 万円以上～50 万円未満 

 □ 50 万円以上～75 万円未満 

 □ 75 万円以上～100 万円未満 

 □ 100 万円以上 

https://www.jesra.or.jp/tekiseinintei/


 

12．「基準」では、返戻金制度を設けることが義務付けられていますが、その、期間、返

戻割合については、具体的な指導基準はありません。これについていかがお考えですか？ 

 

【適切な返戻期間について、あなたのお考えを聞かせてください】 

 □ 0～3 か月まで 

 □ 6 か月まで 

 □ 9 か月まで 

 □ 1 年まで 

 □ 1 年以上 

 □ その他（                 ） 

 

【返戻割合について、あなたのお考えを聞かせてください】 

 （                                ） 

 

13．福祉職員の人材不足の改善策について、必要と思われることについて、あなたのお考え

を教えてください。（複数回答可） 

 

□（公的機関の拡充）最後につける 

 福祉職員の給与は、公費および社会保険料を財源としていることから、公的機関（地方

公共団体やハローワーク等）の機能や役割の強化を通じた改善が必要である。 

 

□（福祉施策としての改善） 

 福祉事業の収入が公的単価として定められており、国の施策として職員処遇を確立し

うる手立て、施策が必要である。 

 

□（紹介事業者の参入拡大） 

 全産業分野の人材不足が問題となるなかで、紹介事業者の参入拡大等を通じて、人材確

保への選択肢を広げることが必要である。 

 

□ その他（                       ） 

 

14．その他、人材紹介会社について、お感じになられていることをご記入ください。 

 ※ 自由記述 

（                           ） 


